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１ 標本構成 
（１）性別 

令和 5 年 10 月現在の熊本県推計人口と比較すると、性別の構成比は女性の構成比が 3.9 ポイ

ント高くなっている。前回調査とは、ほぼ同様の構成比となっている。 

 

（２）年代別 

令和５年 10 月現在の熊本県推計人口と比較すると、年代別の構成比は 10～40 歳代が低

く、50～70 歳代以上が高くなっている。 

前回調査と比較すると、70 歳代以上が 4.3 ポイント高くなっている。 

 

 

（上段：人　下段：％）

計

１
０
歳
代

２
０
歳
代

３
０
歳
代

４
０
歳
代

５
０
歳
代

６
０
歳
代

７
０
歳
代

以
上

無
回
答

1,258 10 67 91 177 209 266 412 26

100.0 0.8 5.3 7.2 14.1 16.6 21.1 32.8 2.1

1,178 - 76 113 160 189 293 336 11

100.0 - 6.5 9.6 13.6 16.0 24.9 28.5 0.9

1,440,529 31,407 146,622 171,717 214,819 213,615 229,605 432,744 -

100.0 2.2 10.2 11.9 14.9 14.8 15.9 30.0 -

熊 本 県
推 計 人 口

今 回 調 査

前 回 調 査

（上段：人　下段：％）

計
男
性

女
性

そ
の
他

無
回
答

1,258 510 718 1 29

100 40.5 57.1 0.1 2.3

1,178 472 690 - 16

100.0 40.1 58.5 - 1.4

1,440,529 673,556 766,973 - -

100.0 46.8 53.2 - -

今 回 調 査

前 回 調 査

熊 本 県
推 計 人 口

男性

40.5

40.1

40.7

女性

57.1

58.5

57.5

その他

0.1

無回答

2.3

1.4

1.8

凡 例

今回(R6)

(n=1258)

前回(R1)

(n=1178)

前々回(H26)

(n=1299)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１０歳代

0.8

２０歳代

5.3

6.5

5.5

３０歳代

7.2

9.6

11.4

４０歳代

14.1

13.6

14.4

５０歳代

16.6

16.0

18.6

６０歳代

21.1

24.9

24.3

７０歳代以上

32.8

28.5

24.2

無回答

2.1

0.9

1.5

凡 例

今回(R6)

(n=1258)

前回(R1)

(n=1178)

前々回(H26)

(n=1299)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（上段：人　下段：％）

計

就
業
し
て
い
る

就
業
し
て
い
な
い

無
回
答

1,040 564 323 153

100.0 54.2 31.1 14.7

974 509 314 151

100.0 52.3 32.2 15.5
前 回 調 査

今 回 調 査

（３）職業別 

前回調査とは、ほぼ同様の構成比となっている。なお、「無職」の割合が 2 番目に高くなっ

ており、回答者のうち 60 歳代以上が半数を超えているためと推定される。 

 

 

（４）結婚の有無（未既婚別） 

前回調査と比較すると、「結婚している・していた」の割合は変わらない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）配偶者の就業の有無 

前回調査と比較すると、配偶者の就業率は 54.2%となっており、前回調査とは、ほぼ同様の

構成比となっている。 

 

 

（上段：人　下段：％）

計

結
婚
し
て
い
な
い

結
婚
し
て
い
る
・
し
て
い
た

（

事
実
婚
・
離
死
別
含
む
）

無
回
答

1,258 192 1,040 26

100.0 15.3 82.7 2.1

1,178 194 974 10

100.0 16.5 82.7 0.8

今 回 調 査

前 回 調 査

（上段：人　下段：％）

計

会
社
員
・
団
体
職
員
・

公
務
員
・
教
職
員

会
社
経
営
・
自
由
業
・

自
営
業
・
家
業

パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

専
業
主
婦
・
専
業
主
夫

学
生
・
生
徒

無
職

そ
の
他

無
回
答

1,258 399 161 159 147 20 310 31 31

100.0 31.7 12.8 12.6 11.7 1.6 24.6 2.5 2.5

1,178 371 145 147 160 9 288 43 15

100.0 31.4 12.3 12.5 13.6 0.8 24.4 3.7 1.3

今 回 調 査

前 回 調 査
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（６）子どもの有無 

前回調査と比較すると、ほぼ同様の構成比となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）世帯状況別 

二世代世帯が 40.3%と最も多くなっており、前回調査と比較すると、ほぼ同様の構成比となっ

ている。 

 

 

（８）居住地別 

前回調査と比較すると、ほぼ同様の構成比となっている。 

 

  

（上段：人　下段：％）

計
い
る

い
な
い

無
回
答

1,258 982 237 39

100.0 78.1 18.8 3.1

1,178 908 222 48

100.0 77.1 18.8 4.1

今 回 調 査

前 回 調 査

（上段：人　下段：％）

計

熊
本
市

宇
土
市
・

宇
城
市
・

下
益
城
郡

荒
尾
市
・

玉
名
市
・

玉
名
郡

山
鹿
市

菊
池
市
・

合
志
市
・

菊
池
郡

阿
蘇
市
・

阿
蘇
郡

上
益
城
郡

八
代
市
・

八
代
郡

水
俣
市
・

葦
北
郡

人
吉
市
・

球
磨
郡

天
草
市
・

上
天
草
市
・

天
草
郡

無
回
答

1,258 509 62 113 35 108 45 63 103 26 76 94 24

100.0 40.5 4.9 9.0 2.8 8.6 3.6 5.0 8.2 2.1 6.0 7.5 1.9

1,178 498 70 110 27 111 48 52 69 40 62 80 11

100.0 42.3 5.9 9.3 2.3 9.4 4.1 4.4 5.9 3.4 5.3 6.8 0.9
前 回 調 査

今 回 調 査

（上段：人　下段：％）

計

単
身
世
帯

夫
婦
世
帯

二
世
代
世
帯
（

親
と

子
な
ど
）

三
世
代
世
帯
（

親
と

子
と
孫
な
ど
）

そ
の
他

無
回
答

1,258 180 423 507 104 10 34

100.0 14.3 33.6 40.3 8.3 0.8 2.7

1,178 156 381 475 124 29 13

100.0 13.2 32.3 40.4 10.5 2.5 1.1

今 回 調 査

前 回 調 査
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２ 男女共同参画に関する意識について 

（１）男女の地位の平等感 

  ◆『男性優遇』の割合は、依然として約６割を占める 
熊本県全体で見た場合、男女の地位について、県民の 60.2％が『男性の方が優遇されて

いる』と考えている。分野別で見た場合、「学校教育の場」を除いたすべての分野において、

『男性の方が優遇されている』と考えており、特に、「社会通念・慣習・しきたり等」にお

いては、県民の 74.9％が『男性の方が優遇されている』と考えている。 

前回、前々回調査と比較すると、熊本県全体で『男性の方が優遇されている』と考えてい

る人の割合は前回より 1.4 ポイント増加、前々回からは 1.3 ポイント減少している。 

 ※『男性の方が優遇されている』＝「男性の方が非常に優遇されている」＋「どちらかといえば男性の方が優遇されている」 

 

 

＜ア 熊本県全体：前回(R1)・前々回(H26)との比較＞ 

 

 

 

 

 

  

男性が

非常に優遇

9.2

9.7

7.8

2.4

31.1

11.2

23.2

どちらか

といえば

男性が優遇

51.0

33.5

33.0

13.2

42.5

33.7

51.7

平等

16.8

41.8

32.6

46.9

10.3

29.9

10.7

どちらか

といえば

女性が優遇

2.3

4.8

4.8

2.6

1.6

4.2

1.7

女性が

非常に優遇

0.3

1.0

0.8

0.3

0.6

1.0

0.6

わからない

15.7

4.5

11.4

25.4

8.9

14.8

8.4

無回答

4.7

4.7

9.5

9.1

5.0

5.2

3.7

凡 例

ア）熊本県全体では

イ）家庭生活では

ウ）職場では

エ）学校教育の場では

オ）政治の場では

カ）法律や制度の上では

キ）社会通念・慣習

・しきたり等では

0% 20% 40% 60% 80% 100%全体(n=1,258)

60.2

74.9

73.6 

男性が

非常に優遇

9.2

9.2

10.0

どちらか

といえば

男性が優遇

51.0

49.6

51.5

平等

16.8

17.6

15.0

どちらか

といえば

女性が優遇

2.3

2.8

2.2

女性が

非常に優遇

0.3

0.2

0.2

わからない

15.7

17.1

15.9

無回答

4.7

3.5

5.1

凡 例

今回(R6)

(n=1,258)

前回(R1)

(n=1,178)

前々回(H26)

(n=1,299)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

61.5

58.8

60.2



6 

 

（２）固定的性別役割分担意識 

 ◆『同感しない』割合が７割を超える 
「男は仕事、女は家庭」などと性別によって役割を固定する考え方について、県民の 77.0％

が『同感しない』と考えている。また、『同感する』とした割合は、女性に比べて男性が 16.3

ポイント高くなっている(男性 29.8％、女性 13.5％）。 

 前回、前々回調査と比較すると、『同感する』と回答した人の割合は、減少傾向にある。 

       ※『同感する（又はしない）』＝「同感する（又はしない）」＋「どちらかといえば同感する（又はしない）」 

 

 

 

 

＜前回(R1)・前々回(H26)との比較＞ 

 

同感する

2.6

3.6

4.5

どちらかといえば

同感する

17.5

23.6

26.6

どちらかといえば

同感しない

34.2

31.7

27.9

同感しない

42.8

39.1

33.6

わからない

0

0

5.4

無回答

2.9

2.0

1.9

凡 例

今回(R6)

(n=1,258)

前回(R1)

(n=1,178)

前々回(H26)

(n=1,299)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

31.1

27.2

20.1

同感する

2.6 

3.9 

1.8 

10.0 

4.5 

1.1 

1.7 

1.4 

0.8 

4.9 

どちらかといえば

同感する

17.5 

25.9 

11.7 

20.0 

11.9 

8.8 

16.4 

12.9 

15.0 

25.7 

どちらかといえば

同感しない

34.2 

32.5 

36.4 

10.0 

31.3 

23.1 

30.5 

35.4 

40.2 

35.9 

同感しない

42.8 

36.5 

48.7 

60.0 

50.7 

67.0 

51.4 

49.3 

42.5 

31.3 

無回答

2.9 

1.2 

1.4 

1.5 

1.0 

1.5 

2.2 

凡 例

全体(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)

10歳代(n=10)

20歳代(n=67)

30歳代(n=91)

40歳代(n=177)

50歳代(n=209)

60歳代(n=266)

70歳代以上(n=412)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29.8

20.1
77.0

13.5
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思う

5.3

6.8

3.5

どちらかといえば

そう思う

24.8

28.5

21.1

どちらかといえば

そう思わない

49.5

47.2

42.0

思わない

18.0

16.1

23.4

わからない

0

0

8.4

無回答

2.4

1.4

1.7

凡 例

今回(R6)

(n=1,258)

前回(R1)

(n=1,178)

前々回(H26)

(n=1,299)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

67.5

63.3

65.4

（３）性別にかかわりない社会の実現 

 ◆『そう思わない』割合は約６７％を占める 
性別にかかわりなく、その個性と能力を十分発揮できる社会が実現されているかについて、

『そう思わない』と回答した人の割合が 67.5％と最も高く、『そう思う』が 30.1％となって

いる。 

前回、前々回調査と比較すると、『そう思わない』と回答した人の割合は前回より 4.2 ポ

イント増加、前々回からは 2.1 ポイント増加している。 

※『そう思う（又はそう思わない）』＝「そう思う（又はそう思わない）」＋「どちらかといえばそう思う（又はそう

思わない）」 

 

 

 
＜前回(R1)・前々回(H26)との比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

思う

5.3 

8.4 

3.3 

10.0 

14.9 

7.7 

5.1 

2.9 

3.0 

6.3 

どちらかといえば

そう思う

24.8 

23.9 

26.0 

30.0 

13.4 

20.9 

25.4 

24.9 

25.6 

28.2 

どちらかといえば

そう思わない

49.5 

50.0 

50.8 

50.0 

43.3 

51.6 

48.6 

51.7 

54.1 

48.5 

思わない

18.0 

17.1 

18.9 

10.0 

26.9 

19.8 

20.3 

20.1 

16.9 

15.8 

無回答

2.4 

0.6 

0.8 

1.5 

0.6 

0.5 

0.4 

1.2 

凡 例

全体(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)

10歳代(n=10)

20歳代(n=67)

30歳代(n=91)

40歳代(n=177)

50歳代(n=209)

60歳代(n=266)

70歳代以上(n=412)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30.1 67.5

67.1

69.7

32.3

29.3
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３ 仕事と家庭・地域生活の両立について 

（１）仕事と家庭・地域生活の両立（理想と現実） 

  ◆「仕事・家庭生活をともに優先する生活」が男女ともに理想 
理想としては、「仕事と家庭生活をともに優先する生活」が男性 32.0%、女性 27.2%で一番

多い。現実は男性が「仕事を優先」25.3%で一番高く、女性は「仕事と家庭生活をともに優先

する生活」が 26.2%と最も高い。 

  

「仕事」

4.5 

25.3 

「家庭

生活」

16.7 

16.5 

「地域・個

人の生活」

4.9 

5.9 

「仕事」と

「家庭生活」

32.0 

24.1 

「仕事」と

「地域・個

人の生活」

4.3 

5.9 

「家庭生活」

と「地域・

個人の生活」

11.0 

6.3 

「仕事」も

「家庭生活」

も「地域・

個人の生活」

19.0 

4.7 

わからない

4.1 

6.1 

無回答

3.5 

5.3 

凡 例

男性(n=510)

理想

男性(n=510)

現実

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「仕事」

1.5 

19.6 

「家庭

生活」

21.0 

25.8 

「地域・個

人の生活」

4.6 

3.8 

「仕事」と

「家庭生活」

27.2 

26.2 

「仕事」と

「地域・個

人の生活」

3.9 

3.2 

「家庭生活」

と「地域・

個人の生活」

10.2 

6.0 

「仕事」も

「家庭生活」

も「地域・

個人の生活」

22.7 

3.2 

わからない

5.2 

7.4 

無回答

3.8 

4.9 

凡 例

女性(n=718)

理想

女性(n=718)

現実

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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こどもができても、

ずっと職業をもち

続ける方がよい

62.2

52.2

44.6

こどもができたら

職業をもたず、大

きくなったら再び

職業をもつ方がよい

24.0

31.5

34.0

こどもができる

までは、職業を

もつ方がよい

3.6

4.8

6.8

結婚するまで

は、職業を

もつ方がよい

2.1

2.2

4.8

女性は職業

をもたない

方がよい
0.2

0.2

0.8

その他

5.6

6.6

1.9

無回答

2.3

2.5

3.9

凡 例

今回(R6)

(n=1,258)

前回(R1)

(n=1,178)

前々回(H26)

(n=1,299)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４ 女性が職業をもつことについて 

 （１）女性が職業をもつことについて 

  ◆『職業をもち続ける方がよい』は増加傾向にある 
女性の就業について、県民の 62.2％が『職業をもち続ける方がよい』と考えており、前回・

前々回調査と比較すると、増加傾向にある。 

前回、前々回調査と比較すると、『職業をもち続ける方がよい』以外の選択肢はすべて減

少しており、こどもや結婚の有無にかかわらず職業をもち続ける方がよいと考える傾向にあ

る。 

※『職業をもち続ける方がよい』 ＝「こどもができても、ずっと職業をもち続ける方がよい」 

 

             

＜前回(R1)・前々回(H26)との比較＞ 

  

こどもができても、

ずっと職業をもち

続ける方がよい

62.2 

57.5 

65.9 

50.0 

65.7 

61.5 

64.4 

68.9 

68.8 

53.9 

こどもができたら

職業をもたず、大

きくなったら再び

職業をもつ方がよい

24.0 

25.5 

22.8 

40.0 

17.9 

24.2 

19.8 

22.0 

20.7 

29.4 

こどもができる

までは、職業を

もつ方がよい

3.6 

4.1 

3.2 

10.0 

3.0 

2.2 

1.7 

2.4 

2.6 

5.8 

結婚するまで

は、職業を

もつ方がよい

2.1 

2.7 

1.8 

2.3 

1.4 

2.3 

3.4 

女性は職業

をもたない

方がよい
0.2 

0.2 

0.1 

0.4 

0.2 

その他

5.6 

7.3 

4.7 

10.4 

11.0 

11.9 

3.8 

4.5 

2.9 

無回答

2.3 

2.7 

1.4 

3.0 

1.1 

1.4 

0.8 

4.4 

凡 例

全体(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)

10歳代(n=10)

20歳代(n=67)

30歳代(n=91)

40歳代(n=177)

50歳代(n=209)

60歳代(n=266)

70歳代以上(n=412)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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５ 女性の社会参画について 

（１）女性の社会参画について 

◆男女ともに８割以上が政策の企画立案や方針決定の場への女性の参画を望んでいる 
女性の意見がもっと反映されるように、自治体の首長や議会議員、企業の管理職や農協の

役員、自治会やＰＴＡの会長など、政策の企画立案や方針決定の場に女性がもっと増える方

がよいかについて、全体の 88.3%、男性 86.5%、女性 89.8%が『そう思う』と回答している。 

前回、前々回調査と比較すると、『そう思う』と回答した人の割合は前回より 3.9 ポイン

ト増加、前々回からは 10.8 ポイント増加している。 

※『そう思う』＝「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」 

 

 

 

 

＜前回(R1)・前々回(H26)との比較＞ 

 

  

そう思う

44.8 

47.5 

43.6 

どちらかといえば

そう思う

43.5 

39.0 

46.2 

どちらかといえば

そう思わない

6.1 

6.3 

6.0 

そう思わない

3.2 

4.3 

2.4 

無回答

2.4 

2.9 

1.8 

凡 例

全体(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

88.3

89.8

86.5

そう思う

44.8

41.1

36.9

どちらかといえば

そう思う

43.5

43.3

40.6

どちらかといえば

そう思わない

6.1

9.2

5.9

そう思わない

3.2

3.7

4.9

わからない

8.5

無回答

2.4

2.7

3.2

凡 例

今回(R6)

(n=1,258)

前回(R1)

(n=1,178)

前々回(H26)

(n=1,299)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

88.3

77.5

84.4
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63.1

57.9

57.9

42.3

39.0

32.3

24.6

1.6

3.9

58.6

50.8

54.9

41.0

36.1

30.0

20.2

2.9

3.7

66.7

63.0

60.7

43.9

40.9

33.8

27.7

0.6

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

労働時間の短縮、フレックスタイム制

などの柔軟な勤務制度の充実

家族の理解や家事・育児

・介護などへの参加

休暇制度を利用しやすい職場環境の整備

妊娠（不妊治療を含む）・出産・育児

・介護のための施設やサービスの充実

退職者の再雇用制度の普及、促進

女性の再就職などに関する

相談窓口や情報提供の充実

技能・技術を身につけるための

研修や職業訓練の機会の充実

その他

無回答

全体

(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)

（２）女性が離職後に再就職するために必要なことについて（新設） 

  ◆『柔軟な勤務制度の充実』が最も多い 
女性の離職後の再就職について、県民の 63.1％が『労働時間の短縮、フレックスタイム制

などの柔軟な勤務制度の充実』を挙げている。続いて、『家族の理解や家事・育児・介護な

どへの参加』、『休暇制度を利用しやすい職場環境の整備』が挙げられている。 
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72.7

63.0

53.5

27.9

25.8

25.8

23.1

22.3

20.5

15.6

2.3

4.4

72.0

61.6

54.7

26.1

27.3

22.0

20.8

19.8

18.2

14.9

3.5

3.5

73.8

64.3

52.8

29.1

25.2

28.4

24.4

23.7

22.0

16.2

1.4

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

県内企業の賃金向上や処遇改善

子育てしやすい環境の整備

魅力ある企業の誘致など雇用の場の拡大

教育環境の充実

性別による固定的役割分担意識の解消

公共交通機関の充実

起業しようとする女性に対する行政等の支援

県内企業の情報発信

レジャー・娯楽施設の充実

活躍している女性の存在

その他

無回答

全体

(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)

（３）県内に女性が定着し、活躍するために必要なことについて（新設） 

  ◆『県内企業の賃金向上や処遇改善』が７割を超える 
県内に女性が定着し、活躍するために必要なことについて、県民の 72.7％が『県内企業の

賃金向上や処遇改善』を挙げている。続いて、『子育てしやすい環境の整備』、『魅力ある

企業の誘致など雇用の場の拡大』が挙げられている。 
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６ 配偶者等からの暴力について 

（１）ＤＶに関する相談機関の認知度 

  ◆警察の認知度が 76.1%で一番高い 
県内のＤＶ相談機関の認知度では、警察が 76.1%で一番高い。次いで女性相談センターが

29.8%、福祉事務所が 24.0%となっている。 

一方、相談機関を「1 つも知らない」と回答している割合は 11.4%であり、前回、前々回

調査と比較すると、前回から 6.9 ポイント、前々回からは 6.2 ポイント減少している。 

 

 

 

＜前回(R1)・前々回(H26)との比較＞ 

 

 

76.1

29.8

24.0

10.1

1.2

11.4

4.7

75.5

25.7

28.8

11.2

2.4

11.4

4.9

77.2

32.3

20.8

9.6

0.4

11.7

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

警察

女性相談センター

（配偶者暴力相談支援センター）

福祉事務所

男女共同参画相談室らいふ

（旧：女性総合相談室）

その他

１つも知らない

無回答

全体

(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)

76.1

29.8

24.0

10.1

1.2

11.4

4.7

67.8

24.5

24.2

9.6

0.9

18.3

5.6

66.0

27.9

22.2

13.8

1.8

17.6

6.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

警察

女性相談センター

（配偶者暴力相談支援センター）

福祉事務所

男女共同参画相談室らいふ

（旧：女性総合相談室）

その他

１つも知らない

無回答

今回(R6)

(n=1,258)

前回(R1)

(n=1,178)

前々回(H26)

(n=1,299)
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71.1

60.3

59.6

56.3

55.0

42.0

27.8

25.1

22.7

22.2

13.0

11.4

11.0

6.8

6.3

5.0

5.1

44.8

62.2

57.4

48.0

50.6

28.4

22.0

18.8

23.4

12.6

11.8

10.6

7.1

6.8

7.4

20.4

64.7

56.5

9.2

18.9

18.8

10.6

12.9

8.9

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ジェンダー

（社会的・文化的に形成された性別）

男女雇用機会均等法

妊娠・出産・育児休業等に

関するハラスメント

性的少数者（LGBT等）

男女共同参画社会

ダイバーシティ（多様性）

ワーク・ライフ・バランス

男女共同参画センター

男女共同参画社会基本法

デートＤＶ

熊本県男女共同参画計画

女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律

熊本県男女共同参画推進条例

見たり聞いたりしたものはない

政治分野における男女共同参画

の推進に関する法律

アンコンシャス・バイアス

無回答

今回(R6)

(n=1,258)

前回(R1)

(n=1,178)

前々回(H26)

(n=1,299)

７ 男女共同参画の推進について 

（１）男女共同参画に関する用語の認知度 

  ◆「男女共同参画社会」の認知度は 55.0％ 
『ジェンダー』と回答した人の割合が 71.1%と一番高く、前回から 26.3 ポイント上昇して

いる。次いで『男女雇用機会均等法』が 60.3%、『妊娠・出産・育児休業等に関するハラス

メント』59.6%となっている。 

『男女共同参画社会』の認知度は、前回より 4.4 ポイント増加しているものの、前々回よ

り 1.5 ポイント減少している。 

 

＜前回(R1)・前々回(H26)との比較＞ 
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８ 災害時の男女共同参画について 

（１）災害時、避難所に避難したと仮定した場合の改善すべき問題 

  ◆『間仕切りや授乳室、着替え等のプライバシーを守る配慮がない』が 75.9％ 
『間仕切りや授乳室、着替え等のプライバシーを守る配慮がない』と回答した人の割合が

75.9%と一番高く、次いで『避難所のトイレや入浴設備について、男女別の配慮がなかった

り、暗がり・死角となる場所への設置等がある』が 62.0%、『救援物資、備蓄物資に育児・

介護用品や女性用品が不足する』が 60.4%となっている。 

 

 

 

 

 

 

75.9

62.0

60.4

48.3

45.1

35.9

25.0

3.3

5.6

72.5

58.6

54.7

41.0

45.1

32.7

26.1

4.3

7.6

79.4

64.3

64.9

54.0

45.0

38.9

24.4

2.5

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

間仕切りや授乳室、着替え室等の

プライバシーを守る配慮がない

避難所のトイレや入浴設備について、

男女別の配慮がなかったり、暗がり・

死角となる場所への設置等がある

救援物資、備蓄物資に育児・介護

用品や女性用品が不足する

生理ナプキンやおりものシート等がトイ

レなどに設置されず、受け取りにくい

食事づくりや後片付けなどを女性だけが

担う、避難所運営のリーダーを男性だけ

が担うなど、性別で役割が分担される

災害時の性被害や性暴力のリスクに

関する注意喚起・広報が不足する

避難所でＤＶ被害者を加害者

から守る配慮がなされない

その他

無回答

全体

(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)
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（２）今後の大規模災害に備え、「男女共同参画の視点」から見た取組みについて必
要と思うもの 

  ◆『避難所の運営マニュアルに、男女双方の視点を反映させる』が 67.2％ 

『避難所の運営マニュアルに、男女双方の視点を反映させる』と回答した人の割合が 67.2%

と一番高く、次いで『男女の違いに配慮した救援医療や健康支援を行う』が 59.2%、『防災や

復興の計画策定の場に、男女がともに参画して施策方針等を決める』が 58.9%となっている。 

67.2

59.2

58.9

54.9

43.8

38.1

33.9

1.6

4.3

66.7

57.5

61.4

57.5

41.2

39.0

32.7

2.4

4.5

68.7

61.0

57.5

53.8

46.0

37.7

34.7

0.8

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

避難所の運営マニュアルに、

男女双方の視点を反映させる

男女の違いに配慮した救援

医療や健康支援を行う

防災や復興の計画策定の場に、男女が

ともに参画して施策方針等を決める

避難所の運営に、男女がともに

責任者となって携わる

男女のニーズの違いに応じた相談

体制の整備や情報提供を行う

自治会や地域の自主防災組織の

運営に携わる女性を増やす

発災後に増加が懸念される性暴力

やＤＶへの対策を強化する

その他

無回答

全体

(n=1,258)

男性(n=510)

女性(n=718)


